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拓銀の破綻、２項分布、預貯金比率、χ２検定

１ はじめに

バブル崩壊後、今もなお金融業界は不良債権等

の問題により依然として不安定な状態が続いてい

る。これまでに破綻した銀行も少なくなく、大手

銀行ですら「統合」という道に活路を見いだすと

ころも相次いでいる。そのような中でもとりわけ、

１９９７年に北海道金融界をリードしてきた都市銀行

である「北海道拓殖銀行」（以下、拓銀と略す）

が破綻したという事実は非常にショッキングな出

来事であったのではなかろうか。

そこで本稿では、郵政研究所における調査デー

タをもとに、「拓銀の破綻」が北海道における

「金融機関利用者の意識」にどのような影響をも

たらしたのであろうかということを調べてみたい

と思う。

ここで扱うデータは、「金融機関利用に関する

意識調査」である。郵政研究所では平成元年より

隔年でこの調査を調査会社へ委託して実施してお

り、全国の３，０００～５，０００程度の世帯を対象とした

ものである。また、これらは層化二段抽出法で調

査年ごとに新たに選択された世帯となっている。

２ 都市銀行の利用について

「金融機関利用に関する意識調査」では、「現在

利用している金融機関を（以下の選択肢から）す

べて選んでください。」という調査項目が必ず毎

回入っている。その中でも特に「都市銀行」が選

択される割合に着目し、郵政局管内別（以下、

「地域別」と略す）の時系列データを追ってみる

ことにする。

図１がそれであり、縦軸が都市銀行の「選択割

合」（０～１００％）、横軸が調査を行った「年度」

である。折れ線グラフの中でも点線で示した北海

道だけが他の地域よりも変動が大きいことがわか

る。これが北海道固有の原因なのかどうかを以下

で少し詳しく調べていく。

図２は、選択割合を前回調査比にして図示した

ものである。北海道における９９年の下落は他の地

域がほとんど現状維持かそれ以上なのに対して、

北海道は前回を下回っていることが如実にわかる。

これは明らかに北海道固有の原因であると思われ

る。

今、選択割合が前回調査を上回るかどうか、つ

まり前回調査比を rとすると r≧１か否かが偶然
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によるものであれば、それは２項分布（p＝１／

２）をするはずであるので、以降ではそういった

観点からの分析を試みる。

また、この手法はいわゆるノンパラメトリック

統計の分野において「符号検定」２）と呼ばれる手法

と実質的に等価なものである。

表１は、r≧１あるいは r＜１である地域の数

を年度ごとにそれぞれ上段、下段にまとめたもの

である。

ここで r≧１となる確率が p＝１／２と仮定し、

表１の様なデータが得られる確率を年度ごとに考

図１ 現在利用している金融機関（複数選択）

都市銀行の選択割合

図２ 都市銀行の選択割合（前回調査比）

２）藤本煕［１９８３］「ノンパラメトリック統計学」や武藤眞介［１９９５］「統計解析ハンドブック」あるいは近藤次郎［１９８８］「技術
者のための高等数学＝６確率と統計」などに簡単な解説がある。

表１

Ｈ３ Ｈ５ Ｈ７ Ｈ９ Ｈ１１ Ｈ１３

r≧１ ８ １ ６ ９ １０ ０

r＜１ ３ １１ ５ ３ ２ １２
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える。地域は全部で１２であり、そのうちｎ個の地

域が r≧１（あるいは r＜１）である確率は、２

項分布を仮定すると以下のようにして求められる

（ただし、９１年は沖縄のデータがないので地域は

全部で１１として計算）。

１２地域のなかで、r≧１の地域がｎ個である確

率は
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である。今、この累積確率を考えると

Pr（n＝０）＝０．０００２４

Pr（n≦１）＝Pr（n＝０）＋Pr（n＝１）＝０．００３１

Pr（n≦２）＝Pr（n＝０）＋Pr（n＝１）

＋Pr（n＝２）＝０．００１９（１．９％）

Pr（n≦３）＝Pr（n＝０）＋Pr（n＝１）

＋Pr（n＝２）＋Pr（n＝３）

＝０．００７３（７．３％）

となる。ここで有意水準を５％と考えるとn＝２

とｎ＝３の間に境界があることになる。つまりｎ

＝２以下（あるいはｎ＝１０以上）の場合、p≠

１／２と考えるのが妥当である。またそういった

年度の場合、景気変動などの何らかのバイアス

（この場合、統計量のバイアスではない）がある

と考えられる。

さらに、表２にそういった何らかのバイアスが

あると思われる年度とそうでない年度を示した。

ここでは前回の調査を上回る（r≧１）地域が有

意に多い年度：↑、前回の調査を下回る（r＜

１）地域が有意に多い年度：↓としてその±も示

した。

この表２から言えば、９３年と０１年は下降、９９年

は上昇のバイアスがわかる。９３年はバブル崩壊後

の影響、９９年は２０００年問題による特需、０１年は前

年末から景気後退局面に突入したことと、小泉内

閣発足後の政策的な要因等が考えられるが、ここ

では詳しい検証は行わない。しかし、いずれにせ

よ何らかのバイアスがあると思われる。

そこで今度は、その中のさらにバイアスと逆方

向の値をピックアップしてみると、

’９３：「東海」の「１．０３７」のみ

’９９：「東海」の「０．９８６」と「北海道」の「０．５８３」

’０１：全地域がバイアス方向へ下降しており、

逆方向の値はない

表２

Ｈ３ Ｈ５ Ｈ７ Ｈ９ Ｈ１１ Ｈ１３

バイアスの有無 無 有 無 無 有 有

バイアスの上下 ― ↓ ― ― ↑ ↓

６０郵政研究所月報 ２００２．１２
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結局、バイアスに従わない値は３つであり、そ

のうち２つは「東海」、１つが北海道である。東

海における都市銀行の選択割合は図１でもわかる

が、非常に安定しておりバイアスに従わない２つ

の値もほぼ１と見なせる。ところが、北海道は図

１でも、変動が激しいのがわかるが、その中でも

特に’９９の前回調査比「０．５８３」はバイアスからも

逆方向であり、かつ値も他の２つに比べて１から

の隔たりが大きい。最初の図１だけではわからな

かったが、９９年の北海道だけは、固有の要因があ

ると思われる。

北海道では９７年に拓銀が破綻して以来、道内経

済の不安が様々な影響をもたらしていると考えら

れる。拓銀が破綻したのは９７年の１１月１８日であり、

郵政研究所の「金融機関に関する利用調査」はそ

の直後の１１月２１日～１２月８日に行われているが、

図１を見る限りでは、９７年の回答にはまだ反映さ

れず、９９年になり、その影響が反映された回答と

なっているようである。先に述べた９９年の北海道

の固有の要因は、この拓銀の破綻による影響では

ないかと考えられる。

３ 預貯金比率の分布について

奥井［２００１］による「家計の金融機関選択に関

する実証分析：銀行破綻の影響の検証」の中では

兵庫銀行破綻による影響を近畿地方とそれ以外の

地域で分析している。またその比較基準の１つと

して「預貯金比率」という指標を用いているが、

本研究でもこの「預貯金比率」を用いて拓銀破綻

の家計への影響を検証することにする。

この場合、「預貯金比率」とは貯蓄目的主要金

融機関への預貯金額が貯蓄総額に占める割合のこ

とを指すが、この値が小さいとリスクを分散させ

ており、この値が大きいと貯蓄を１つの機関に集

中させていることになる。以下の図３以降ではそ

の分布を示すが、「左肩上がり」であれば「分散

傾向」を、「右肩上がり」であれば「集中傾向」

を表すようになっている。この「預貯金比率」は、

９５年と９９年の調査項目にしか含まれていないので

この年度で拓銀破綻の前後の比較検討をおこなう。

また、調査項目では預貯金比率を以下から選択す

るようになっている。

図３ ９５年度

６１ 郵政研究所月報 ２００２．１２
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預貯金比率の選択肢

１：２割未満 ４：６割以上～８割未満

２：２割以上～４割未満 ５：８割以上～１０割未満

３：４割以上～６割未満 ６：１０割

９５年及び９９年において北海道と全国の預貯金比

率の分布を比較したのが、図３、図４であるが、

４年の経過により分布の形状が変化していること

がわかる。また、特に北海道においてその変化が

著しいことがわかる。特に２割未満の選択率の変

化は非常に大きい。

９９年の北海道において、預貯金比率が２割未満

を選択した割合が急激に上昇しているのは、やは

り拓銀の破綻により北海道の金融機関利用者の意

識が全国よりも「リスク分散化傾向」を強く持つ

ようになったのではないかと思われる。

このことを少し定量的に見ていく。表３、４は

各々図３、４と同じ年度のデータであるが、それ

をパーセンテージではなく人数（度数）で表にま

とめたものである３）。通常この様なクロス表の２

つの特性が独立であるかどうかを検定するには

図４ ９９年度

３）本稿では個票データにたちいらずに分析をおこなっている。この表の度数は、全国、北海道の回答者数に、各割合を選択した
比率を乗じ、小数点第１位の値を四捨五入したものを用いている。また、適切な検定を行うため、全国の度数は北海道の分を
差し引いて、「全国（除く北）」としてある。

表３ ９５年度 （人数）

２割未満 ２割～４割 ４割～６割 ６割～８割 ８割～１０割 １０割

全国（除く北） １９４ ２９５ ４０７ ２７６ ９９ １６

北 海 道 １２ １３ １８ １１ １０ ２

表４ ９９年度 （人数）

２割未満 ２割～４割 ４割～６割 ６割～８割 ８割～１０割 １０割

全国（除く北） ４７８ ５１２ ７６６ ６２１ ３７１ １２９

北 海 道 ４６ １５ ３３ ２３ ２７ ７

６２郵政研究所月報 ２００２．１２



χ２（カイ２乗）検定がよく用いられる。そして、

この表３、４についてχ２検定を行ったものが、

表５、６である。

この表５、６は９５年、９９年について各選択割合

区分ごとにχ２値を計算したものであり、２行６

列のクロス表であるから、その自由度は（２－

１）×（６－１）＝５である。また、自由度５のχ２

分布の５％点は１１．１、１％点は１５．１である。よっ

て９５年の場合は５％水準、１％水準でともに有意

ではなく、９９年の場合は５％でもそうであるが、

特に１％の有意水準でも有意と判定される。

すなわち、９５年から９９年へ移行し、「全国（除

く北）と北海道」という区分と「預貯金比率」が

独立ではなくなり、特に北海道固有の影響がでて

いると思われる。また表６の北海道のχ２値でも

特に「２割未満」の１５．１０８……が最も顕著な値で

ある。

本稿のこれらの分析によれば、結論として拓銀

の破綻により北海道における「金融機関利用者の

意識」は「リスク分散傾向」が顕著になった可能

性が非常に高いといえるであろう。

４ 今後の課題

ここまでの分析は、特に個票データを用いずに

基本的な統計手法による分析を行ったが、これ以

上詳しく調べていくには個票データによる詳細な

分析も必要と思われる。今後は、９９年の北海道に

おいて「２割未満」を選択した人とそれ以外の人

での属性（例えば職業等）に違いがあるかどうか

などをプロビット分析等で見ていく予定である。
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